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Ａ－❸ 福祉の各分野における主な相談機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 相談機関の種別は、「① 地域包括支援センター」が50.7%、「② 特定相談支援事

業所」が39.7%、「③ 生活困窮者自立相談支援機関」が9.6%となっています。 

相談機関の種別 問１ 

＊ 回答者の職種・資格は、「① センター長・管理者」が46.9%で最も多く、次いで

「③ ３福祉士※」が36.5%となっています。 

回答者の職種・資格 問２ 

＊ 回答した相談機関の所在地は、「② 道央」が50.2%で最も多く、次いで「③ 道北」

が19.2%となっています。 

相談機関の所在地 問３ 

① 211 (50.7%)

② 165 (39.7%)

③ 40 (9.6%)
①地域包括支援センター

②特定相談支援事業所

③生活困窮者自立相談支援機関

ｎ＝416 

(5.5%) 23

(6.3%) 26

(21.9%) 91

(20.7%) 86

(36.5%) 152

(16.8%) 70

(46.9%) 195

⑦その他

⑥相談支援員

⑤相談支援専門員

④介護支援専門員

③３福祉士

②保健師・看護師

①センター長・管理者

0 50 100 150 200

※ 社会福祉士・介護福祉士・精神保健福祉士 

ｎ＝416、回答総数643 

複数回答 

① 30 (7.2%)

② 209 (50.2%)

③ 80 (19.2%)

④ 33 (7.9%)

⑤ 36 (8.7%)

⑥ 28 (6.7%)
①道南

②道央

③道北

④オホーツク

⑤十勝

⑥釧路・根室

ｎ＝416 
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Ａ－❸ 福祉の各分野における主な相談機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ ケアラー支援に関する認知度は、「① 全ての職員が知っている」が39.9%で最も

多い一方、認知度が十分ではないとの回答は合わせて36.3%となっています。 

ケアラー支援に関する認知度 問４ 

＊ 家族介護に関する相談件数※は、その他を除くと、「② 要ケア者からの相談」が

29.1%で最も多く、次いで「① ケアラーからの相談」が21.8%となっています。 

家族介護に関する相談件数 問５ 

＊ ケアラー支援の取組状況は、「① ケアラーへのアセスメント」が43.3%で最も多

く、次いで「② 介護に関する知識や技術の伝達」が28.8%となっています。 

ケアラー支援の取組状況（サービスへのつなぎを除く） 問６ 複数回答 

① 166 (39.9%)

② 99 (23.8%)

③ 87 (20.9%)

④ 54 (13.0%)

⑤ 10 (2.4%)

①全ての職員が知っている

②半数以上の職員が知っている

③一部の職員は知っている

④いずれの職員もあまり知らない

⑤知らない

※ 令和２年度の相談延べ件数 ① 31,362 (21.8%)

② 41,985 (29.1%)

③ 16,952 (11.8%)

④ 53,893 (37.4%) ①ケアラーからの相談

②要ケア者からの相談

③ケアラーと要ケア者の両方

④その他

ｎ＝416 

ｎ＝144,192 

(24.8%) 103

(12.0%) 50

(14.7%) 61

(12.7%) 53

(27.9%) 116

(28.8%) 120

(43.3%) 180

⑦行っていない

⑥その他

⑤ケアラー同士の交流会の開催

④介護者サロンの開催

③相談会の開催

②介護に関する知識や技術の伝達

①ケアラーへのアセスメント

0 50 100 150 200

ｎ＝416、回答総数683 
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Ａ－❸ 福祉の各分野における主な相談機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ ケアラー支援に必要な取組は、「② ケアラーの早期発見と相談」が71.4%で最も

多く、次いで「③ 支援体制・サービス基盤の整備」が62.7%となっています。 

ケアラー支援に必要な取組 問７ 

＊ 道や市町村が取り組むべきケアラー支援は、「② 相談窓口の設置や人材養成」が

63.5%で最も多く、次いで「③ ネットワーク構築等」が61.3%となっています。 

道や市町村が取り組むべきケアラー支援 問８ 

＊ 相談支援につながらない理由は、「① 家族によるケアが当然との意識」が63.7%

で最も多く、次いで「③ サービスが知られていない」が59.4%となっています。 

要ケア者が相談支援につながらない理由 問９ 複数回答 

(5.0%) 21

(44.2%) 184

(62.7%) 261

(71.4%) 297

(57.0%) 237

⑤その他

④ケアと仕事などの両立支援

③地域の支援体制・サービス基盤の整備

②支援を要するケアラーの早期発見と相談

①ケアラー支援に関する理解の促進

0 50 100 150 200 250 300

複数回答 

ｎ＝416、回答総数1,000 

(3.8%) 16

(49.3%) 205

(61.3%) 255

(63.5%) 264

(53.4%) 222

⑤その他

④職場の理解促進

③ネットワーク構築やサービス基盤の整備

②相談窓口の設置や相談に応じる人材養成

①道民のケアラー支援に関する認知度向上

0 50 100 150 200 250 300

複数回答 

ｎ＝416、回答総数962 

(26.4%) 110

(59.4%) 247

(54.1%) 225

(63.7%) 265

④その他

③公的支援やサービスが知られていない

②家族で支えられると考えている

①家族によるケアが当然との意識がある

0 50 100 150 200 250 300

ｎ＝416、回答総数847 
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Ａ－❸ 福祉の各分野における主な相談機関 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊ 要ケア者がサービス利用に至らなかった事例は、「① ある」が54.7%となってお

り、「② ない」の45.3%を若干上回っています。 

要ケア者がサービス利用に至らなかった事例（令和２年度の相談ケース） 問 10 

＊ サービス利用に至らなかった理由は、「④ 家庭内の問題を相談することへの抵抗

感」が52.2%で最も多く、次いで「⑤ 経済的な不安」が51.0%となっています。 

相談につながったものの、サービス利用に至らなかった理由 問 11 

＊ 支援につなげるために必要な取組は、「③ ケアラーや要ケア者への理解促進」が

58.2%で最も多く、次いで「⑤ 支援ニーズの把握」が57.9%となっています。 

支援につなげるために必要な取組 問 12 複数回答 

複数回答 

① 227 (54.7%)

② 188 (45.3%)

①ある

②ない
ｎ＝415 

(7.7%) 32

(14.7%) 61

(37.7%) 157

(51.0%) 212

(52.2%) 217

(20.9%) 87

(30.3%) 126

(25.2%) 105

⑧その他

⑦地域のサービス提供体制が不十分

⑥サービス内容を理解していない

⑤サービス利用に経済的な不安がある

④家庭内の問題を相談することへの抵抗感

③家族で支えられると考えている

②家族によるケアが当然だと思っている

①家族によるケアを望んでいる

0 50 100 150 200 250

ｎ＝416、回答総数997 

(5.3%) 22

(56.3%) 234

(57.9%) 241

(56.3%) 234

(58.2%) 242

(27.6%) 115

(34.1%) 142

⑦その他

⑥民生委員など支援者からの情報収集

⑤関係機関と連携した支援ニーズの把握

④家庭訪問等による支援ニーズの把握

③ケアラーや要ケア者への理解促進

②ケアラー支援に関する職員の理解促進

①ケアラー支援の社会的認知度の向上

0 50 100 150 200 250

ｎ＝416、回答総数1,230 


